





































































































































































第一 総説，第二 形式，第三 固定資産，第四 投
資，第五 特定資産，第六 作業及販売資産，第七
流動資産，第八 雑勘定（借方），第九 長期負債，




第一 総説，第二 形式，第三 資産，第四 負債，
第五 純資産
損益計算書
第一 総説，第二 形式，第三 製造原価計算，第







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































同友館，1976 年 4月，第 5章）
「財務諸表準則の志向は，アメリカの 1930年代には
じまる「新しい会計原則の探求」の精神と，一脈通ず
るものがあるといい得るけれども，わが国の会計史の
発展段階は，まだその水準にまで到達していなかった
ようである。しかし財務諸表準則は，戦後に展開され
た会計原則運動の先駆として高く評価することができ
るように思われる。すでに当時に在って，財務諸表準
則の公表が，わが国の会計学の教育上に及ぼした影響
は，すばらしいものがあったようである。」（94頁）。
「準則における引当金概念は，今日の観点からみれ
ば，まだ多くの問題を残しているが，引当金会計の制
度をはじめて確立した準則の創発性を高く評価しなけ
ればならない。」（98頁）
12．商工省「財務諸表準則」の「企業会計原則」
に対する先駆性
（1）発生主義会計
紹介した「財務諸表準則」および「財産評価準則」
には，戦後の「企業会計原則」への先駆けとなる要素
がある。まず，引当勘定，繰延勘定および減価償却が
注目される。引当勘定は，「企業会計原則」の引当金
である（当初は減価償却引当金もあった）。繰延勘定
は，「企業会計原則」の前払費用と繰延資産から成
る。加えて，固定資産について減価償却が行われる。
これらにより，「財務諸表準則」では，「企業会計原
則」に先駆けて，発生主義会計が行われたといえよ
う。
なるほど，「財務諸表準則」には未だ，「企業会計原
則」に登場する発生主義，実現主義，費用収益対応の
原則といった概念（用語）は見られない。しかし，こ
れらの会計学上の概念が明示されていなければ，それ
は発生主義会計ではないというのは正しくないであろ
う。減価償却，引当勘定ないし引当経理，繰延勘定な
いし繰延経理は，いうなれば簿記上の概念である。こ
れらは，現金主義会計と対比される発生主義会計を特
徴付ける簿記上の概念に違いないからである。
（2）区分損益計算
「企業会計原則」への先駆性という点で，次に筆者
が注目したいのは，財務諸表の表示に関してである。
その第一は，損益計算書における区分計算である。
「財務諸表準則」は，商業の損益計算書の 3区分
（売上損益計算，営業損益計算，純損益計算），工業の
4区分（製造原価計算，その後は商業に同じ）を指示
した。
現在の「企業会計原則」で損益計算書は，周知のと
おり，営業損益計算（売上総利益と営業利益の計
算），経常損益計算，純損益計算の区分から成る。し
かし，当初（1974年修正までの当期業績主義損益計
算書の時代）は，損益計算書は「少なくとも営業損益
計算と純損益計算とに区分」するとしていた。当初の
純損益計算は現在の経常損益計算に当り，現在の純損
益計算は当初の損益計算書にはなく，利益剰余金計算
書に直接計上していた。
それはともかく，損益計算書を区分式とし，しかも
各区分に名称をつけるやり方は，「財務諸表準則」か
ら「企業会計原則」へ受け継がれた。さらにいえば，
区分名称（内容は別として）の営業損益計算，純損益
計算についても同じことがいえる。
なお，「財務諸表準則」以前にわが国で，損益計算
書における何らかの区分計算ということならば，大正
8年「地方鉄道法施行規則」第 49条営業報告書の様
式を定めた鉄道院告示（大正 8年 8月）における「損
ママ
益計算表」に，その先例を見ることができる（佐藤雄
能著『改訂増補実用鉄道会計』同文館，1928年，
82，109～111頁参照）。
（3）貸借対照表の区分表示
注目する財務諸表の表示に関する第二は，貸借対照
表の区分表示である。
「財務諸表準則」は貸借対照表の雛形として，工業
株式会社用（第一号表）と商業株式会社用（第二号
表）を用意している。雛形はいずれも勘定式で，借方
に資産，貸方に負債と資本（株主勘定）が載る。そし
て，資産と負債は固定性配列法によっている。
第一号表（工業）において，資産は，固定資産，投
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資，特定資産，作業及販売資産，流動資産，雑勘定，
偶発債務見返（金額欄へは記載しない）および株主勘
定（未払込資本金）に区分される。負債は，長期負
債，短期負債，引当勘定，雑勘定，偶発債務（金額欄
へは記載しない）に区分され，その後に株主勘定が載
る。第二号表（商業）の区分も大体同じであるが，次
の違いがある。資産では，（作業及販売資産ではなく）
販売資産，（偶発債務見返に代えて）先物売買（金額
欄へは記載しない），負債では，（偶発債務に代えて）
先物売買（金額欄へは記載しない）が載っている。
「企業会計原則」で貸借対照表は，周知のとおり，
流動性配列法により，次のように区分する。資産は，
流動資産，固定資産（有形固定資産，無形固定資産，
投資その他の資産），繰延資産に区分し，負債は，流
動負債，固定負債に区分し，その後に資本がくる。
このような配列と区分は，たしかに，「財務諸表準
則」の貸借対照表とはかなり違いがある。しかし，貸
借対照表の表示について，一定の配列と区分を行うや
り方は，「財務諸表準則」から「企業会計原則」へ受
け継がれた。さらに，区分名称（内容はともかく）の
固定資産，流動資産，投資についても同じことがいえ
よう。
なお，以上とは異質な区分の仕方ながら，貸借対照
表の区分表示ということならば，昭和 2年「銀行法施
行細則附属雛形」の貸借対照表に先例を見ることがで
きる（片野一郎著『日本・銀行簿記精説』中央経済
社，1956年，197～203頁参照）。
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